
毎月勤労統計調査　地方調査の説明

１　調査の目的  (2)　実労働時間数
　　この調査は、統計法に基づく基幹統計であっ 　　　調査期間中に労働者が実際に労働した時間

　て、雇用、賃金および労働時間について、滋賀 　　数のことである。休憩時間は、給与が支給の

　県における変動を毎月明らかにすることを目的 　　有無にかかわらず除かれるが、鉱業の坑内夫
　とする。 　　の休憩時間や、いわゆる手待時間は含める。

　　本来の職務外として行われる宿日直の時間は

２　調査の対象 　　含めない。

　　本調査は、日本標準産業分類に定める鉱業， 　　「総実労働時間数」：

　採石業，砂利採取業、建設業、製造業、電気・ 　　「所定内労働時間数」と「所定外労働時間数」
　ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業， 　　との合計である。

　郵便業、卸売業，小売業、金融業，保険業、不 　　「所定内労働時間数」：
　動産業，物品賃貸業、学術研究，専門・技術サ 　　事業所の就業規則等で定められた正規の始業

　ービス業、宿泊業，飲食サービス業、生活関連 　　時刻と終業時刻との間の実労働時間数のこと

　サービス業，娯楽業、教育，学習支援業、医療， 　　である。
　福祉、複合サービス事業、サービス業（他に分 　　「所定外労働時間数」：

　類されないもの）に属し、常用労働者を常時５ 　　早出、残業、臨時の呼出、休日出勤等の実労
　人以上雇用する事業所のうち厚生労働大臣の指 　　働時間数のことである。

　定する約710事業所について調査を行う標本調

　査である。  (3)　出勤日数
　　　調査期間中に労働者が業務のために実際に

３　調査事項の定義 　　出勤した日数のことである。有給であっても
 (1)　現金給与額 　　事業所に出勤しない日は出勤日にならないが、
　　　「現金給与額」とは、労働の対償として使 　　午前０時から午後12時までの間に１時間でも
　　用者が労働者に通貨で支払うもので所得税、 　　就業すれば出勤日とする。
　　社会保険料、組合費、購買代金等を差し引く

　　前の金額である。（退職を事由に労働者に支  (4)　常用労働者
　　払われる退職金は含まれない。） 　  「常用労働者」：
　　「現金給与総額」： 　　次のうち、いずれかに該当する者である。
　　「きまって支給する給与」と「特別に支払わ 　　①期間を定めずに雇われている者
　　れた給与」との合計額である。 　　②１か月以上の期間を定めて雇われている者

　　「きまって支給する給与」：
　　労働協約、就業規則等によってあらかじめ定 　　　なお、重役、理事などの役員のうち、常時
　　められている支給条件、算定方法によって支 　　　勤務して毎月給与の支払を受けている者や、
　　給される給与のことであって、超過労働給与 　　　事業主の家族でその事業所に働いている人
　　を含む。 　　　のうち、常時勤務して毎月給与の支払を受

　　「所定内給与」： 　　　けている者も労働者としており、上の条件

　　「きまって支給する給与」のうち超過労働給 　　　に該当すれば常用労働者に含めている。
　　与以外のものをいう。ここでいう超過労働給 　　「パートタイム労働者」：
　　与とは、所定の労働時間を超える労働に対し 　　「常用労働者」のうち、次のいずれかに該当

　　て支給される給与や、休日労働、深夜労働に 　　する者である。

　　対して支給される給与のことであり、時間外 　　①１日の所定労働時間が一般の労働者よりも

　　手当、早朝出勤手当、休日出勤手当、深夜手 　　　短い者
　　当等である。 　　②１日の所定労働時間が一般の労働者と同じ
    「特別に支払われた給与」： 　　　で、１週の所定労働日数が一般の労働者よ

　　調査期間中に、一時的または突発的事由に基 　　　りも少ない者

　　づいて、あらかじめ定められた協約や規則等 　　「一般労働者」：
　　によらないで労働者に現実に支払われた給与 　　「常用労働者」のうち、「パートタイム労働

　　や、あらかじめ支給条件、算定方法が定めら 　　者」を除いた労働者のことをいう。
　　れていても、その給与の算定が３カ月を超え

　　る期間ごとに行われるものをいう。また、夏 ４　調査結果の算定
　　季、年末賞与等のようにあらかじめ支給条件 　　  この調査結果の数値は、調査事業所からの
　　は定められているがその額の算定方法が定め 　　報告を基にして本県の事業所規模５人以上の

　　られていないものや、結婚手当等のように支 　　すべての事業所に対応するよう復元して算定
　　給条件、支給額が労働契約等によってあらか 　　したものである。

　　じめ確定していても非常にまれに支給された

　　り支給事由の発生が不確定なものも含める。



利用上の注意

　(８)　統計表の符号の用語は次のとおりである。

　　　　　「０」 ………… 単位未満

　　　　　「－」 ………… 該当数字がないもの

　　　　　「△」 ………… 減　　少

　　　　　「Ｘ」 ………… 標本数が寡少等のため秘匿としたもの

 （９） 平成29年１月分調査から、日本標準産業分類（平成25年10月改定）を適用している。

　(10)　調査産業計の集計は、公表を秘匿する産業分類についても集計対象に含めて行っている。

　(７)　「事業所規模５人以上」の集計結果は「事業所規模規模30人以上」を含んでいる。

　(２)　事業所規模５人以上29人までの事業所については、毎年１月および７月に調査対象事業所全体
　　　の３分の１を交替し、各組は18ヶ月間継続するローテーション方式により調査している。

　(４)　この調査では、各調査結果の時系列変化比較を目的として、基準年の平均（以下「基準数値」
　　　という。）を100とする指数を用いている。
　　　　令和４年１月分調査より基準年（100とする年）を令和２年に変更した。それに伴い、指数は
　　　過去に遡って改訂した。なお、増減率は、実質賃金指数を除き基準年を変更したことに伴う遡及
　　　改訂を行っていない。
　　　　　名目賃金指数　=　集計結果（賃金額）/基準数値×100
　　　　　実質賃金指数　=　名目賃金指数/消費者物価指数(持家の帰属家賃を除く総合)×100
　　　　　常用雇用指数　=　集計結果（月末常用労働者数）/基準数値×100

　(１)　事業所規模30人以上の事業所については、従来の２～３年に一度に行う総入替え方式から、毎
　　　年１月分調査時に行う部分入替え方式に平成30年から変更した。

　(３)　増減率は指数により算定しているため、実数により算定した結果とは必ずしも一致しない。

　(５)　令和６年１月分調査において、労働者数推計を「令和３年経済センサス－活動調査」に基づき
　　　更新（ベンチマーク更新）した。ベンチマーク更新に伴い常用雇用指数およびその前年同月比等
　　　は、過去に遡って改訂している。令和６年３月調査までは、基準年（令和２年平均）の常用雇用
　　　指数が100になっていないが、４月調査より令和２年平均=100になるよう改めて遡及改訂した。

　(６)　上記（１）、（２）、（５）により、令和６年１月分調査と令和５年12月分調査以前の結果に
　　　は一定の断層が生じることになる。

この調査についてのお問い合わせは、下記までお願いします。

〒520-8577
滋賀県大津市京町四丁目１－１
滋賀県総合企画部統計課 学事産業統計係
電話番号
０７７－５２８－３３９２（直通）

滋賀県ホームページ
https://www.pref.shiga.lg.jp/kensei/tokei/roudou/kinroutoukei/


